
<2団体> 

協議不要基準、地財法早期是正基準、早期健全化基準、再生基準の比較 

①実質公債費比率 

②実質赤字比率 

③連結実質赤字比率 

④将来負担比率 

⑤資金不足比率 

〈早期是正措置〉 〈早期健全化段階〉 〈再生段階〉 

公債費負担 
適正化計画 

（同意等基準） 

財政健全化計画 
（財政健全化法） 

財政再生計画 
（財政健全化法） 

財政健全化計画 
（財政健全化法） 

財政再生計画 
（財政健全化法） 

財政健全化計画 
（財政健全化法） 

財政再生計画 
（財政健全化法） 

財政健全化計画 
（財政健全化法） 

経営健全化計画 
（財政健全化法） 

実質赤字解消計画 
（同意等基準） 

資金不足等 
解消計画 

（同意等基準） 

18 25 35 

2.5 3.75 5 

地財法に基づく起債許可 

8.75 15 

400 

20 10 

(350) 

(16.25～20) 

(11.25～15) (20) 

(30) 

(2.5～10) 

健全化法に基づく起債許可 

16 

0 

地財法に基づく起債届出 

0 

300 

(200) 

地財法に基づく起債許可 

0 

※（）内は一般市区町村 

※（）内は市区町村 

※（）内は市区町村 

〈協議〉 〈事前届出〉 

(0) 

(0) 

地財法に基づく起債協議 

<1,669団体> <78団体> <40団体> <0団体> <1団体> 

<1,786団体> <0団体> <0団体> <0団体> 

<1,782団体> <6団体> <0団体> <0団体> 

<1,771団体> <16団体> <1団体> 

※H25年度決算に基づく健全化判断比率等に基づく団体数等 ⑥協議不要基準額（届出のみ） 

<51会計> <6,714会計> <89会計> <18会計> 
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